様式第９号
質　　問　　書

令和　　年　　月　　日

高知市長　桑名　龍吾　様
	所在地
	

	商号（名称）
	

	代表者職/氏名
		

	電話番号
	

	FAX
	

	E-mail
	



高知市デマンド型乗合タクシー運行事業の実施に係る公募型プロポーザルについて，次の事項を質問します。
（	枚目／全	枚）
	№
	区分
	頁数及び見出し番号
	質疑内容

	1
	（例）
募集要領
	１ページの２の（１）事業名について
	※質問の意図が明確にわかるよう、具体的な事例などを踏まえて、質問事項を記載してください。

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	


様式第１号		
提出期限：令和７年４月７日（月）　午後5時15分（必着）
提 出 先：高知市交通戦略課
Ｆ Ａ Ｘ：０８８-８２３-９３８２


参　加　意　向　申　出　書

令和　　年　　月　　日


高知市長　桑名　龍吾　様


	所在地
	

	商号（名称）
	

	代表者職/氏名
		




高知市デマンド型乗合タクシー運行事業の実施に係る公募型プロポーザルについて，高知市デマンド型乗合タクシー運行事業の実施に係る公募型プロポーザル募集要領（以下「募集要領」という。）に基づき，下記資料を添付のうえ参加を申し出ます。
なお，募集要領３の参加資格の要件に該当するものであること，本書及びその他の書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記
１　運行希望地域


	　土佐山・円行寺・久重地域

	　鏡地域

	　春野地域





添付資料	資格要件確認書（様式第３号）


【連絡担当者連絡先】
	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX
	

	E-mail
	


様式第２号		

[bookmark: _GoBack]高知市デマンド型乗合タクシー運行事業の実施に係る
公募型プロポーザル参加資格要件確認書

１　高知市内に主たる営業所（本社）を有する
	|_|高知市内に本社を有する

	事業所名称
	

	事業所所在地
	

	|_|高知市内に本社を有しない
	


【添付資料】
· 会社定款
· 登記事項証明書（写し可）　発行３ヶ月以内

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号に規定する者に該当
	|_|該当しない
	|_|該当する



３　本社が所在する事業所の納税証明書
【添付資料】
· 市税に係る納税証明書（写し可）　発行３ヶ月以内
· 県税に係る納税証明書（写し可）　発行３ヶ月以内
· 国税に係る未納税額のない証明書【証明書の種類：その３】（写し可）　発行３ヶ月以内
· 社会保険料等納入確認（申請）書【様式第５号】

４　高知市から指名停止又は指名回避措置
	|_|期間中にない
	|_|期間中にある



５　破産法（平成16年法律第75号）第18条第１項若しくは第19条第１項若しくは第２項の規定に基づく破産手続き開始の申立て，民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされていない
	|_|申立てをしていない
	|_|申立てをしている



６　高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則第４条各号のいずれにも該当
	|_|該当しない
	|_|該当する


【添付資料】
· 暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書【様式第６号】


様式第３号

法　人　概　要　書
令和　　　年　　　月　　　日現在
１　主たる営業所
	商号又は名称
	

	代表者職/氏名
	

	所在地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	
	



２　その他の高知市内営業所
	①
	営業所等名称
	

	
	所在地
	

	②
	営業所等名称
	

	
	所在地
	

	③
	営業所等名称
	

	
	所在地
	


※複数の営業所を有する場合、全て記入してください。本様式に記載できない場合は、別紙に記載して提出してください。

３　営業の概況
	創業年月
	休業期間
	現組織への変更
	営業年数

	明治
大正
昭和
平成
令和
	年　　月
	年　　月から

年　　月まで
	明治
大正
昭和
平成
令和
	年　　月
	年

	
	
	
	
	
	※1年未満は
切り捨て



４　財務状況
（単位：千円）
	経常収益
	
	特別収益
	
	純損益

	経常費用
	
	特別損失
	
	

	経常損益
	
	特別損益
	
	

	自己資本額
(A)
	総資産額
(B)
	自己資本比率
(A÷B×100)
	
	流動資産
(C)
	流動負債
(D)
	流動比率
(C÷D×100)

	
	
	%
	
	
	
	%


※直近1事業年度分の決算状況について記載してください。

５　従業員数及び免許・資格等について
	
	人数
	備考

	①運転手（乗務員）
	
	人
	

	②運行管理者資格者証を有する従業員
	
	人
	

	③道路運送車両法に定める整備管理者
	
	人
	

	④配車係（オペレーター）
	
	人
	

	⑤その他
	
	人
	

	合計
	
	人
	


※①運転手は、普通二種免許を取得している従業員数を記載してください。
※②運行管理者は、平成19年以降の運行管理者資格試験における[旅客]運行管理者又は[乗合]運行管理者資格者証を有する従業員を記載してください。

【一般乗合旅客自動車運送事業経営許可申請時における配置予定管理者】
	
	予定者氏名
	予定者氏名

	運行管理者
	
	

	整備管理者
	
	


※運行管理者は、平成19年以降の運行管理者資格試験における[旅客]運行管理者または[乗合]運行管理者資格者証を有する者に限ります。
※運行管理資格者証の写し、整備管理者の資格者証又は管理者手帳の写しを添付してください。

６　車両台数について
	車種
	全体台数
	左記のうち乗合交通事業に提供可能な台数

	特定大型
	
	台
	
	台

	大型
	
	台
	
	台

	普通
	
	台
	
	台

	合計
	
	台
	
	台



【添付資料】
· 会社定款
· 財務諸表（直近1事業年度分決算書類）
· 登記事項証明書（発行3ヶ月以内のもの，写し可）

様式第４号



社会保険料納入確認（申請）書
	１．申請者
	
	令和　　　　年　　　　月　　　　日　申請

	事業所整理記号
	事業所	番号

	
	

	
	

	事業所所在地
（船舶所有者住所）
	　〒

	事業所名称
	

	事業主氏名（船舶所有者氏名）
	

	電話番号
	(　　　　　　　　　　　　)-(　　　　　　　　)-(　　　　　　　　　　　　)

	2．申請事由
	

	高知市デマンド型乗合タクシー運行事業の実施に係る公募型プロポーザル参加意向申出書に添付するため

	3．確認書の請求枚数
	

	枚
	

	4．確認事由
	

	項目
	対象期間
	未納の有無

	健康保険料　・　船員保険料
厚生年金保険料
子ども・子育て拠出金
（延滞金を含む）
	平成
令和
	年
	月分から
	平成
令和
	年
	月分まで
	有　・　無

	
	注）申請日において課税されている直近1年間分の完納確認とします。

	管掌区分
	1． 全国健康保険協会管掌健康保険　・　2．組合管掌健康保険

	5．猶予期間の有無
	

	



	

	　上記のとおり相違ないことを確認します。
令和　　　　年　　　　月　　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 日本年金機構
年金事務所長　　

	

	委　任　欄
私、上記申請者は社会保険料納入確認書の交付申請及び受領について、
下記の者に委任します。

	受任者指名
受任者住所
委任者との関係



様式第５号

暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書
私は，自己又は自社の役員等が，高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則（平成23年規則第28号。以下「暴力団排除規則」という。）第４条各号のいずれにも該当する者ではないことを誓約します。
また，下記役員等名簿に記載した者が暴力団排除規則第４条各号のいずれにも該当する者ではないことを，高知県警察本部に照会することを承諾します。
令和　　年　　月　　日
高　知　市　長　　　様

所在地（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 

法人名・商号・名称等　　　　　　　　　　　　　　　      　　

代表者　職名　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　   印 

記
役員等名簿
	職　名
	フ リ ガ ナ
	生 年 月 日
	性 別
	住　所
	
備　考

	
	氏　　　名
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



【備考】
氏名，生年月日等，この調書に記載されたすべての個人情報は，個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の規定に基づき取り扱うものとし，高知市が高知市事業等からの暴力団の排除に関する協定書に基づき実施する暴力団等の排除以外の目的には使用しません。また，高知市がこれらの情報をもとに高知県警察本部から取得した個人情報についても同様です。（裏 面）

【記入方法等】
１　この名簿には，次に該当する者を記載してください。なお，氏名は正確な（旧字等）字体で記載してください。
　⑴　株式会社，有限会社については，取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）
  ⑵　合名会社又は合同会社については，社員
　⑶　合資会社については，無限責任社員
　⑷　社団法人又は財団法人については，理事
　⑸　法人については，⑴から⑷までに掲げる者のほか経営若しくは運営に実質的に関与している者
　⑹　法人格を有しない団体については，代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与することとされる者
　⑺　個人については，その者
　⑻　次に該当する場合は，⑴から⑺に掲げる者のほか，次の者
1 支配人を置く場合は，支配人
②  高知市との取引において，支店長又は営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は，支店長又は営業所長その他の者
3 高知市に事業所がある場合で，本店長，支店長その他いかなる名称を有する者であるか，また，
契約事務の委任等を受けた者であるかを問わず，事業所の業務を統括する者（当該者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）
　　　　⑼　当該法人が会社更生手続き又は民事再生手続き中である場合は，⑴から⑻までに掲げる者のほか，管財人
　　　２　新たにこの名簿に記載すべき者が就任した場合は，遅滞なく本書を提出してください。
	○高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則　（抜粋）
第４条  市長は，市の事業等の契約等の相手方又はその役員等について警察等関係機関が次の各号のいずれかに該当する者として確認したときは，次条から第10条までに定めるところにより，市の事業等から排除するための措置を講ずるものとする。
⑴  暴力団又は暴力団員等
⑵　その契約に係る業務，補助金に係る事業又は公の施設の管理に係る業務（以下「業務等」という。）に関し，暴力団員等を使用したと認められる者
⑶　暴力団員等を雇用している者
⑷　いかなる名義をもってするかを問わず，暴力団に対して，金銭，物品その他財産上の利益を与えたと認められる者
⑸　暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる法人の役員である者
⑹　その業務等に関し，暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる法人等を利用していると認められる者
⑺　市の事業等に関し，暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められる法人等を利用していると認められる者
⑻　その他暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると市長が認める者　　



様式第６号

　提　案　書


令和　　年　　月　　日

高知市長　桑名　龍吾　様


	所在地
	

	商号（名称）
	

	代表者職/氏名
		




下記事業について，提案書を提出します。


記

事業の名称　　高知市デマンド型乗合タクシー運行事業　　
運行希望地域

	　土佐山・円行寺・久重地域

	　鏡地域

	　春野地域



行政処分又は文書警告
□ 受けたことがある　　　　　　　　□ 受けたことはない




【連絡担当者連絡先】
	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX
	

	E-mail
	



様式第７号

【提案１】
	運行の安全性確保体制に関すること

	



【提案２】
	利用者の利便性向上及び利用促進に関すること
※技術・マナー等に対する表彰等を受けたことがあれば記載してください

	



【提案３】
	緊急時・災害時の対応に関すること

	


【提案４】
	乗合タクシー運行の基本的な考えに関すること

	



【提案５】
	事業の実施体制等

	


【提案６】
	安定したサービス供給能力

	



【提案７】
	地域内交通運行事業者としての実績等（運行に係る実績を除く）

	



様式第８号


情報非公開希望申立書

令和　　年　　月　　日

高知市長　桑名　龍吾　様


	所在地
	

	商号（名称）
	

	代表者職/氏名
		



高知市デマンド型乗合タクシー運行事業の実施に係る公募型プロポーザルにおいて提出した企画提案書等について，高知市行政情報公開条例に基づく公開請求による公開が行われた場合に，事業を営むうえで，権利，競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益が害されるため，非公開を希望する部分及びその具体的な理由は次の通りである。
	非公開を希望する部分
	利益が害される具体的な理由

	※箇所等を示すこと。企画提案書等にアンダーラインや枠囲い等でマークしたものを添付しても可。

※非公開を希望する部分が無い場合でも，「該当なし」と記載し，当該申立書は必ず提出すること。

	※事業を営むうえで，権利，競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益が害されると認めるに足りる合理的な理由を具体的に記載すること。



※個人情報にかかる部分は，公開の対象とならないので記載する必要はありません。
